
国土強靱化の広報・普及啓発に関する
アンケート調査結果について
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1．国民向けアンケートの実施概要
 国土強靱化の推進においては、国民に広く国土強靱化の理念やその取り組みの必要性について理解し、共感したうえで、各個人が国土強

靱化に資する取組を主体的に実践していくことが必要です。
 国民向けアンケートは、国民が災害や防災にどのように向き合っているのか、国土強靱化の概念はどの程度正しく浸透しているのかを明らかに

し、国民に向けた戦略的・効果的な国土強靱化の広報・普及啓発活動の具体策を検討するために実施しました。

有効回答数 1048件

調査時期 2021年11月9日～2021年11月11日

調査方法 Webアンケート

アンケート項目
アンケート結果の分析方法

分類 概要

1 属性情報

• 基本属性：年齢/性別/職業/居住地

• 単純集計およびクロス集計により国民の各属性の特徴を明らかにした。• 家族構成、コミュニティへの参加、被災経験の有無

• 情報収集方法

2 災害への
向き合い方

• 災害発生リスクの認識

• 線形回帰分析により、災害リスクへの認識、個人の防災への取組意欲に影響する要
因の特定を行った。

• 災害対策の重要性の認識

• 災害対策の取組状況

• 災害情報取得媒体

3
国土強靱化
への認識

（理念の提示）

• 「国土強靱化」という言葉の認知度
• 二項ロジスティック回帰分析により国土強靱化という言葉の理解に影響する要因の特
定を行った。

• 線形回帰分析により、個人レベルの国土強靱化への取組意欲および国が強靱化を
推進する必要性への認識に影響する要因の特定をそれぞれ行った。

• 「国土強靱化」という概念の理解度

• 国土強靱化への共感度

• 国土強靱化への取組の意欲

4 これまでの
広報活動

（国土強靱化推進室での広報活動内容を提示）
• 単純集計により、国民全体における今までの広報活動のイメージ評価と今後の効果
的な広報戦略の方向性を明らかにした。

• クロス集計により、国民の各属性それぞれに効果的な広報・普及啓発活動の方向性
を明らかにした。

• これまでの広報活動へのイメージ

5 今後の広報活動
の方向性

• 国土強靱化への共感を生む具体的メッセージ案

• 国土強靱化に資する行動につながる施策案

アンケート実施の主目的

国民の防災や災害への向き合い方、国土強靱化への認識を明らかにし、国民に向けた戦略的・
効果的な国土強靱化の広報・普及啓発活動の方策を検討すること。
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2．回答者の属性情報
 回答者の属性は下図のとおりです。自分自身が甚大な自然災害を直接経験（被災）したことがある と回答した人は21.0%、家族・親戚・

友人など近しい人が被災したことがある人は13.3％であり、残り65.7％の回答者には身近な被災経験が無いという結果となりました。

4.2
39.0

6.8
16.7

13.7
2.6

17.0

公務員
会社員

自営業・自由業
専業主婦・主夫
パート・アルバイト

学生
その他・無職

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

21.0

13.3

65.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

自分自身が甚大な自然災害を直接経験（被災）
したことがある

自分自身にはないが、家族・親戚や友人等が被災し
たことがある

身近な被災経験は特にない

視聴している
69.1%

視聴していない
30.9%

購読している
36.0%

購読していない
64.0%

回答者の属性：職業

回答者の属性：被災経験の有無

回答者の属性：テレビ視聴の有無（左）、新聞等購読の有無（右）

読売、毎日、
朝日、各地地
方紙など

ニュース、ドラマ、
朝のワイドショー、
スポーツ番組など

回答者の属性：性別（左）、年齢（右）

男性
50.0%

女性
50.0%

20代
13.4%

30代
20.0%

40代
17.9%

50代
15.4%

60代
25.8%

70代以上
7.5%

回答者の属性：同居人の有無（左）、コミュニティへの参加の有無（右）

70.4

7.1

21.4

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

スマホ・PCともに所有している

PCのみ所有している

スマホのみ所有している

スマホ・PCともに所有していない

回答者の属性：デバイス所持の有無

同居人がいる
83%

同居人がいない
17%

全体のうち、配偶
者60.8％、子ども
36.4％、母親
22.2％など

参加し
ている
74%

参加してい
ない
26%

全体のうち、職場
46.2％、友人・
知人46.0％、地
域24.8％など
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7.5

15.5

10.1

4.5

68

4.0

20.5

12.9

47.6

59.1

54.7

42.5

402

35.5

55.5

53.0

39.2

24.5

33.8

45.0

282

47.3

21.8

31.5

5.6

0.9

1.4

8.0

23

13.2

2.3

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分に取り組んでいる できる範囲で取り組んでいる ほとんど取り組んでいない 特に取り組んでいない

3．災害への向き合い方
 災害への向き合い方について、日本全体で今後30年以内に大災害が発生する可能性が高いと考えている回答者は88.9％であったのに対

し、今現在住んでいる地域で今後30年以内に大災害が発生する可能性が高いと考えている人は69.9％にとどまりました。
 現在住んでいる地域における災害発生リスクについては地域差があり、関東、中部、四国地方に居住している人が高く認識していました。ま

た、より直接被災を経験をしている人ほど、より年齢が低いほどリスクへの認識が高い結果となりました。
 個人の防災の取組意欲については。被災経験と参加コミュニティの有無、居住地域での災害リスクの認識が強く影響していました。また、

個人が防災に取り組んでいない理由は、特に理由はない、コストがかかる、身近な問題と感じていないが特に多い結果となりました。

40.0

21.0

48.9

48.9

7.9

25.1

3.2

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本全体

居住地域

ほぼ確実に発生すると思う 発生する可能性は高いと思う
発生する可能性は低いと思う 可能性はほぼ無いと思う

居住地域で今後30年の間に災害が
発生すると思うか？（全体）

ほぼ確実 可能性高い 可能性低い ほぼ無い
21.0 48.9 25.1 5.1

年齢

20-29歳 25.0 50.0 17.1 7.9
30-39歳 20.0 51.0 23.3 5.7
40-49歳 23.4 46.3 26.1 4.3
50-59歳 23.0 48.4 21.1 7.5
60-69歳 18.5 48.5 30.7 2.2
70歳以上 15.2 49.4 30.4 5.1

居住地域

北海道 18.9 41.7 32.6 6.8
東北地方 20.5 52.3 24.2 3.0
関東地方 27.9 51.5 16.9 3.7
中部地方 22.7 53.8 16.7 6.8
近畿地方 21.2 55.3 18.9 4.5
中国地方 12.1 43.9 38.6 5.3
四国地方 28.6 45.2 19.8 6.3
九州地方 15.9 46.8 33.3 4.0

被災経験
直接経験 32.3 52.7 13.6 1.4
身近な人が経験 25.9 55.4 15.8 2.9
特にない 16.4 46.3 30.6 6.7

災害発生リスクに対する認識

※黄色ハイライト部分が、居住地域での災害リスクをより高く認識している層。

個人レベルでの防災への取組意欲

十分に取り組んでいる
7%

できる範囲で取り
組んでいる

48%

ほとんど取り
組んでいない

39%

特に取り組んでいない
6% ほとんど、もしくは、特に取り組ん

でいない理由 (%)

特に理由は無い 27.9
コストがかかる 27.7
身近な問題と感じていない 21.1
機会が無い 10.9
情報が無い 5.5
時間が無い 4.5
その他 2.6

全体

被
災
経
験

直接経験

身近な人が経験

特にない

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

参加している

参加していない

地域で災害がほぼ確実に発生

国で災害がほぼ確実に発生
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4．国土強靱化への認識
 「国土強靱化」という言葉、概念への理解については明確に性差・年齢差があり、男性ほど、また、年齢層が高いほど認知されていました。
 認知に関しては男性の方が高かった一方で、個人レベルでの国土強靱化への取組意欲については女性の方が高いという結果となりました。
 デバイスについては、スマホのみを使用する層（20代、30代、パート・アルバイト、専業主婦・主夫などが多く含まれる）では国土強靱化という

言葉についての認知度が明確に低い結果となっていました。（分析の結果、この層は新聞雑誌を購読しない層と高い一致率がありました。）

国土強靱化への認知度 個人レベルで国土強靱化に取り組みたいと思うか

全体

性
別

男性

女性

年
齢

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

デ
バ
イ
ス
の
保
持

スマホ・PCともに有

PCのみ有

スマホのみ有

スマホ・PCともに無

• 20代、30代、パート・アルバイト、専業主婦・主夫などへは「国土強靱化」
という言葉自体が十分にリーチされていない。

• 「国土強靱化」の情報を収集する層でない限り、言葉自体を簡単に見逃しう
る（もしくは、目にしても無意識のうちに忌避される、自分事ととらえられない）
ものであると考えられる。

• 国土強靱化の認知とは傾向が異なり、女性や学生が、より積極的に国土強
靱化へ取り組みたいと回答した。

• 取組に前向きではない層の約4割が「個人レベルでの国土強靱化に資する
取組がどのようなものか分からない」と回答しており、感受性の高い層により
具体的な行動を示す発信を行う必要があると考えられる。

15.1

16.4

13.7

13.6

15.4

26.8

16.0

12.5

29.6

9.0

44.6

42.0

47.1

54.5

41.8

36.6

50.3

45.1

51.9

44.4

22.3

23.7

21.0

20.5

24.0

21.1

16.6

25.0

11.1

24.7

4.9

6.5

3.2

0.0

5.9

1.4

2.3

4.9

3.7

7.9

13.2

11.5

14.9

11.4

13.0

14.1

14.9

12.5

3.7

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

積極的に取り組みたい 前向きに検討したい 優先順位は低い
特に思わない 分からない

32.0

46.4

17.6

21.4

20.5

26.1

34.8

44.8

45.6

37.8

35.1

12.5

16.7

68.0

53.6

82.4

78.6

79.5

73.9

65.2

55.2

54.4

62.2

64.9

87.5

83.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

聞いたことがある 聞いたことが無い

全体

性
別

男性

女性

職
業

公務員

会社員

自営業・自由業

専業主婦・主夫

パート・アルバイト

学生

無職
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必要 66.6%

どちらかといえば必要
26.3%

どちらかといえば不要
1.6%

不要 1.0% 分からない 4.4%

4．国土強靱化への認識
 国土強靱化の概念を説明したうえで、国が「国土強靱化」に取り組むことが必要かという問いに対して、90.7％の人が取組が必要だと認識し

ている結果となりました。（※前提条件が無い状態で、92.9％の人が国が「防災」に取り組む必要があると認識していました。）
 国が今後、国土強靱化を積極的に推進していくべきか否か、という問いに対しては、概念を知っていると答えた人の方が、知らないと答えた人よ

りも相対的に高い割合で推進を支持していました。同時に、取組の更なる推進に消極的な立場を示す人も全体より高い割合で見られました。
 国土強靱化を積極的に推進するべきであると考えている人の61.6%が国土強靱化の理念に共感していると答えた一方で、災害発生時の安

全確保に不安があると感じる割合も最も多い結果となりました。推進に対する積極派、消極派ともに災害発生時の安全確保に不安を感じ
ているものの、その不安がそのまま国土強靱化への支持につながっているわけではないことが示されました。

国土強靱化を今後推進
していくべきか？

積極的に推
進するべき

慎重に推進
していくべき

現状維持を
するべき

削減するべ
き

取組を見直
すべき 分からない

全体（％） 44.9 28.1 5.7 1.4 3.9 15.8

国
土
強

靱
化
の

概
念

知っている 56.8 28.9 7.8 0.0 4.1 2.4

知らない 40.3 27.9 4.9 2.0 3.8 21.1

国土強靱化の推
進に対する考えの
理由は何か？

国土強靱
化の理念に
共感するか

ら

国や自治体
の取り組み
を信頼して
いるから

自分の周囲
で国土強靱
化に資する
取り組みを
目にしたこと
があるから

災害が起こ
った際に安
全が確保で
きるのかが
心配だから

国土強靱
化の必要性
や意義が十
分に説明さ
れていない
から

予算を他の
ものに優先
的に使うべ
きだと考える

から

国土強靱
化の理念が
難しくて理
解できない
から

ネットやマス
コミ等で国
土強靱化に
ついて報道
されているの
を見たから

その他

全体（％） 39.5 13.5 7.6 45.5 14.4 10.6 9.2 0.1 2.1

積極的に推進して
いくべき 61.6 16.8 6.8 53.7 7.9 5.7 2.1 0.2 1.5

慎重に推進してい
くべき 28.5 14.9 10.2 47.5 21.0 13.2 4.7 0.0 1.0

現状維持をするべ
き 18.3 11.7 10.0 50.0 20.0 21.7 3.3 0.0 0.0

削減するべき 0.0 0.0 20.0 46.7 13.3 26.7 6.7 0.0 0.0

取組を見直すべき 9.8 2.4 2.4 41.5 36.6 29.3 19.5 0.0 4.9

分からない 15.1 6.6 4.8 18.1 13.9 9.6 36.7 0.0 6.0

国土強靱化の概念への理解と国土強靱化の更なる「推進」への支持の関係性（上）、
国土強靱化の更なる推進に対する考え方の理由（下）

必要 60.5%

どちらかといえば必要
30.2%

どちらかといえば不要
2.1%

不要 0.9% 分からない 6.4%

国が「国土強靱化」へ取り組む必要があるか

＜参考＞国が「防災」へ取り組む必要があるか
⇒92.9％が必要だと認識。
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4．国土強靱化への認識
 国土強靱化の概念を知っていると回答した人は1048名中294名でしたが、そのうち、本アンケートにて提示した国土強靱化に資する取組

（13項目すべてが国土強靱化の取組に該当）のうち、13項目全てを選択した人は31名のみという結果となりました。
 また、国土強靱化について知っていると回答した人は、特に「インフラ整備」に関係する項目を全体よりも高い割合で選択する傾向がありまし

た。（＋12％以上）
各項目が国土強靱化に資する取組であると認識されている割合

67.1

49.2

36.1

37.9

34.4

18.9

26.3

24.9

19.5

36.5

36.1

35.7

30.5

71.1

61.9

42.9

46.6

44.9

25.2

28.6

34.4

23.1

44.9

48.3

39.1

28.2

0.0 25.0 50.0 75.0

災害が起こった際に人命を最大限に守ることを目指す

災害が起こった際にインフラや建物に与える被害を最小化することを目指す

災害が起こった際に経済社会の速やかな復興ができることを目指す

災害に対する事前の備えとして国が防災施設を建設する

災害に対する事前の備えとして地方自治体が防災計画を作成する

災害に対する事前の備えとして民間企業が事業継続計画作成に取り組む

災害に対する事前の備えとして個人が備蓄食料や防災セットを用意する

長期的視点のもと、災害など不測の事態に強い産業構造を作ることを目指す

地域住民自身によって、行政の手を借りない「自助」・「共助」の仕組みを作る

津波や洪水に備えた大規模な堤防工事、護岸工事を実施する

高速道路や空港などインフラの耐震性強化を実施する

住宅・建築物の耐震化を進める

防災情報の発信や避難訓練の実施など日ごろからの防災教育を実施する

全体 概念を知っている人

もともと国土強靱化を知っていて、かつ、本
アンケートで掲げられた13項目を全て選択
できた人は全体の約3パーセント

国土強靱化に最も求めるものは
何か、という質問において、約半
数（49.8％）の人が、「人命を
最大限守ることを目指す」という
項目を選択した。

• 国土強靱化の概念が、国土強靱化という言葉を知っている人にも十分正確には伝わっておらず、特にインフラ整
備や、国や自治体が取り組むべき計画策定のことを指していると認識されている。

• 国民の期待に応じて、国土強靱化は人命を最大限守るものであるという概念を強調しつつ、インフラ整備や行政
が行う取組だけでなく、幅広い層での包括的な取組が必要であることを伝えていく必要があると思われる。

+12.2%

+12.7%

-2.3%
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4．広報・普及啓発活動への認識
 国土強靱化に関する広報・普及啓発活動を１つも知らないと回答した人は72.8％でした。
 最も効果的と思われる施策はTwitterが17.9％で最も高く、次いでポスター14.8％、パンフレット14.1%などであった一方、最も効果が無い

と思われる施策では国土強靱化ロゴマークが38.7％という結果となりました。
 年代別に見ると、20代はTwitterへの評価が高い一方で、ポスターに対する評価は芳しくありませんでした。他方、60代以上はTwitter

への評価が高くないという結果となりました。ロゴについては公務員を除く全属性共通で、最も効果が無いと評価されました。（公務員は
Twitterが最も効果が無いと評価。）

 広報のイメージについては、「親しみやすさ」が他の指標と比べ明確に低く、現在の広報活動が親しみやすい（＝受け入れられやすい）もので
あるとは思われていないという結果となりました。

各種広報活動の効果の評価 広報・普及啓発活動全体への評価

14.3

7.6

13.3

9.7

11.5

10.7

11.5

15.1

34.6

21.3

34.0

32.3

29.2

35.8

31.6

32.5

33.7

42.5

33.6

38.3

38.3

39.3

37.2

36.3

9.4

19.4

13.2

13.2

13.8

8.6

14.6

11.7

7.9

9.3

6.0

6.5

7.3

5.6

5.2

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良い広報活動をしている

親しみやすい

「国土強靱化」についての広報活動だと一目でわかる

「国土強靱化」の理念が分かりやすく伝えられている

情報公開に積極的である

信頼できる

一目では何について訴求しているのか見分けがつかない

堅苦しく、内容が理解しづらい

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない

17.9

6.4

3.7

9.7

14.8

11.4

14.1

8.4

7.9

4.7

9.7

3.3

4.9

3.5

2.8

38.7

7.6

6.613.7
3.9

2.8 3.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

最も効果的 最も効果がない

その他

ロゴマーク

民間の取り組み促進施策集

民間の取り組み事例集

HP

パンフレット

ポスター

Facebook

Twitter20代は39.4％、30代は
25.7％がTwitterを効
果的と評価した一方、60
代は8.5％、70代以上は
3.8％の支持にとどまった。

ロゴマークが効果的だと評
価した人は最も少なく、
加えて、38.7％の人がロ
ゴマークを最も効果が無
いと評価した。

20代は9.3%のみがポスタ
ーを効果的だと評価した
が、70代以上は20.3％が
効果的だと評価した。

他の指標では特に回答傾
向に差異は見られなかったも
のの、「親しみやすい」という
項目のみ、評価が低い。
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SNSについて、20
代は35.0 ％がそ
う思う、35.0％
がややそう思うと
回答した。

4．広報・普及啓発活動への認識
 広報活動を行う上で、「国土強靱化」などの概念的なフレーズを強調するだけや、特に、カタカナ言葉を並べるだけでは訴求効果が薄いことが

分かりました。危機感をあおり、具体的な行動にまで言及するようなメッセージが求められていると考えられます。
 また、メッセージを発信する際には、①家族の視点、②個人の視点の2つの視点からアプローチすることが最も効果的だと示唆されています。
 発信主体としては、国や自治体、マスメディアの評価が比較的高く、SNSほどライトな場ではないところでの発信が大事であると考えられます。

若年層（20代、30代）に対してはSNSを通じた発信が有効(20代は70％がSNSでの発信に影響を受けると思うと回答。)ですが、必ず
しも行動変容を促す結果となるとは言えないと考えられます。（後述）

各種メッセージへの評価 各種発信主体から影響を受けるか

19.6

24.0

34.3

17.9

4.2

16.2

24.7

22.3

33.2

3.5

20.8

30.8

21.1

20.9

6.4

32.4

15.0

15.8

21.2

15.6

11.0

5.4

6.5

6.8

70.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くて、しなやかなニッポンへ 国土強靱化を進めよう！

災害に強くしなやかで将来に明るい希望を持てる日本で
あるために、平時より、防災や減災に取り組もう

天災は忘れる間もなくやってくる

あなたには、災害の危険性を知る義務と、自分と家族を
守る責任があります

オールジャパンで進めよう ナショナル・レジリエンス

１位/番目 ２位/番目 ３位/番目 ４位/番目 ５位/番目

32.2

43.1

9.5

15.2

34.1

32.8

23.7

9.4

15.9

17.7

49.3

17.0

17.8

6.3

17.5

58.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の視点（例：あなたの命とくらしを守るため
に、はじめよう国土強靱化）

家族の視点（例：家族みんなの命とくらしを守る
ために、はじめよう国土強靱化）

地域の視点（例：地域のみんなの命とくらしを守
るために、はじめよう国土強靱化）

国家の視点（例：100年後も住み続けられる国
をつくるために、はじめよう国土強靱化）

メ
ッ
セ
ー
ジ
内
容
の
評
価

訴
求
す
る
視
点
の
評
価

19.5

6.9

21.3

13.8

16.7

11.9

14.7

47.8

20.5

45.2

28.8

39.4

39.6

40.4

24.3

38.2

24.0

34.4

31.9

37.0

34.6

5.2

22.0

6.3

14.8

8.8

7.1

6.3

3.1

12.4

3.2

8.1

3.2

4.4

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国や自治体から発信された情報

国会議員や各政党から発信された情報

テレビ・新聞・雑誌・ラジオ等のマスメディアにより発
信された情報

SNS（Twitter、Facebook、YouTube等）で
フォローしているインフルエンサーやブロガーにより発信

された情報

防災に関する学術研究を行っている大学教授等の
有識者

自分が所属している組織（学校や職場）から発信
された情報

身の回りの知人（家族・友人・職場の同僚・地域
住民等）により発信された情報

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない
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4．広報・普及啓発活動への認識
 影響を受けるだけでなく、その先の行動変容につながるか否かという視点では、ロゴやアイコンを打ち出すことや、SNS上などインフルエンサーの

活用については年齢層関係なく懐疑的な見方をされているという結果となりました。
 年齢層や、それぞれの属性に合わせた影響力のある発信主体、発信媒体上で、「地域レベル」でのインパクトの強い成功事例を親しみやす

く、カジュアルに伝えることが重要であると考えられます。
 行動変容の促進を目指し、生活に密着したより具体的な行動指針を示すことが行動変容につながるのではないかと考えられます。

具体的な発信内容が行動変容につながるか

13.9

18.6

17.2

19.3

15.4

6.5

15.0

16.1

13.4

16.3

10.3

10.0

15.4

40.5

45.6

41.7

40.5

36.3

22.6

38.2

39.4

37.4

38.8

26.7

35.4

41.4

32.4

26.1

30.9

30.2

33.8

36.6

32.9

31.4

33.6

31.7

37.7

38.4

31.8

8.9

6.6

6.8

6.6

10.2

22.9

9.8

9.4

10.9

8.8

16.6

11.1

7.3

4.3

3.1

3.4

3.5

4.4

11.4

4.1

3.7

4.8

4.4

8.7

5.2

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国全体での取り組み事例と、対策が行われたことによってどれだけの被害を防ぐことができたのかが数値（費用対効果）として紹介されている…

地域での取り組み事例や、その取り組みによって実際に災害を防ぐことができた事例が紹介されているのを目にする（釜石の奇跡等）

地元企業での取り組み事例や、その取り組みによって実際に災害を防ぐことができた事例が紹介されているのを目にする

個人の取り組み事例や、その取り組みによって実際に災害を防ぐことができた事例が紹介されているのを目にする

国土強靱化が持続可能なまちづくり、くにづくりのために有効な取り組みであるということが様々なメディアで紹介されているのを目にする

国土強靱化のロゴやアイコンが様々なメディアに掲載されているのを目にする

日本のほとんどすべての人が何かしらの災害対策を行っていることを知る

同僚や友人、家族など身近な人が実際に防災対策に取り組んでいることを知る

マスメディア（TV、雑誌、新聞、ラジオ等）で政治家が防災・減災、国土強靱化の取り組みを積極的に推進することを表明しているのを目…

マスメディア（TV、雑誌、新聞、ラジオ等）で国土強靱化の取り組みの重要性を訴える特集番組・特集記事を目にする

YouTube等で自身がフォローしているインフルエンサーが、防災・減災、国土強靱化の取り組みの重要性を訴え、実際に取り組みを行ってい…

自身の災害対策レベルを把握するための診断テストや、家族での話し合いに必要なワークブックの等を手にする

自身の住んでいる地域の災害時の危険性や取るべき行動について示されたパンフレットを手にする

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない効果が高い内容

効果が低い内容

凡例
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4．広報・普及啓発活動への認識
 本アンケートでは、国土強靱化の広報に際してどのようなメッセージをどのように発信すればよいのか、また、行動変容を促すためにどのような具

体策を検討するべきなのか、自由記述形式で記載いただきました。年齢層など、それぞれの属性に合わせた影響力のある発信主体・媒体上
で、個人や生活に密着する地域レベルの具体的な取組内容を発信していくことが良いのではないかという示唆が得られました。

具体的なメッセージ案（自由記述から一部抜粋） 行動変容につながる具体的な方策（自由記述から一部抜粋）

分類 内容

メッセージ発信方法
に係る提案

国土強靱化という漢字は誰でも読めるものではなく、親しみやすさが
ない。小中学生でも読めるようなものが良いと思う。（岡山県、32
歳女性、会社員）

国や地域のことを出されてもあまり想像できないので、自分や家族な
ど身近なことで例えてくれると理解いやすいと思う。（山口県、29歳
女性、専業主婦）

漢字を多用したいならフリガナをお願いしたい。ポスターなどでは,耳が
不自由な人に向けての手話の写真があるとありがたい。（高知県、
55歳女性、無職）

大切な人の生命財産とつながっていることをアピールしてもらいたい。
（北海道、62歳男性、会社員）

話を見聞きしたこともない事柄だった。10代、20代の若者世代に届
きやすいツールを活用して広報活動をした方がより親しみを持って行
動に移せると思う。（宮城県、22歳男性、パート・アルバイト）

ロゴマークを改めもっと身近に感じるものにする。（北海道、71歳女
性、専業主婦）

具体的なメッセージ
例の提案

大切な人と故郷を守るため国土強靱に努めよう（大阪府、41歳女
性、パート・アルバイト）

大切な人を守ろう！自分の身を守ろう！国土強靱化！（岐阜県、
31歳女性、専業主婦）

あなたと、あなたの家族と、国民すべての、命と未来を守ろう。（大
阪府、68歳男性、無職）

・いつか来る。は1分後かもしれない。
・Do防災。Do減災。身の回りから始めよう。
・困るのは、あなただけじゃない。始めよう、防災・減災。（愛知県、
23歳女性、その他）

分類 内容

発信媒体の工夫

TwitterやFacebookなどのSNSをしていることは全く知らなかった。もっ
とハッシュタグを使ってアピールしてほしい。（山口県、29歳女性、
専業主婦）

すでに始まってる地域もあるとは思うがLINEで情報が都度送られてく
ると便利。（兵庫県、53歳女性、会社員）

必要な知識などが学べるゲームアプリの配信。（愛媛県、49歳女
性、パート・アルバイト）

TVは決まった時間に数分間ニュースのみながら見、Twitterは暇つぶ
しに決まった人物のみ、新聞雑誌は読まない人間だと、まったく知らな
い人もいると思う。防災の手引き等として永年使えるようなパンフレ
ットを配布すべきと思う。（香川県、48歳女性、無職）

発信内容・方法の
工夫

届けたい情報をより正確かつ分かりやすく伝えるために、年齢などで
区切ってターゲット毎にペルソナを作成し、ターゲット別に媒体や文
章を変えて発信する。子供向けは絵本や知育玩具、若年層は
SNS,現役世代は口コミサイトや紙媒体、高齢者は新聞やラジオな
ど。目にする機会が無いと知ることもないため、スーパーや書店といっ
た立ち寄りやすい場所で国土強靱化の特集コーナーを設ける。
（愛知県、23歳女性、その他）

一年に一度、国から国土強靱化の説明書と、防災グッズセット（物
品を変えて5年ローテくらい。1年目のみヘルメット、2年目非常食など、
ローリングストックなどを実践してもらうように促すなど）を国民に配布
したらよいのではないか。（北海道、43歳女性、専業主婦）

メディアやSNSを支配する。有名Youtuberを何人か決めて、動画配
信の中で国土強靱化の話を入れてもらう。それをリレー形式のように
いろんな角度から伝えてもらう。比較的若い世代には言葉が伝わる
はず。（静岡県、28歳男性、会社員）
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